様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2024年　3月　12日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）あさひあかうんてぃんぐろぼっとけんきゅうじょ
一般事業主の氏名又は名称  株式会社ASAHI Accounting Robot研究所
（ふりがな）たまきだいすけ　
（法人の場合）代表者の氏名 田牧　大祐　印   
住所　〒990-0034　山形県山形市東原町2丁目1番27号

法人番号　3390001015583　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社ASAHI Accounting Robot研究所ホームページ
当社のDXへの取り組みについて

	公表日
	2024年　1月　17日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	株式会社ASAHI Accounting Robot研究所ホームページ
NEWS＞2024.01.17　当社のDXへの取り組みについて
2ページ「当社経営ビジョン」
https://asahi-robo.jp/2024/01/17/aar_dx/
https://asahi-robo.jp/wp/wp-content/uploads/2024/03/AAR_DX.pdf

	記載内容抜粋
	当社経営ビジョン
ロボットはロボットの得意な業務を、ヒトはヒトにしかできない業務を　ヒトとロボット協働時代を推進する。
企業は変化の激しい時代に直面し、新たなTechnologyであるAIやRPAを活用し、成長したいと望んでいます。
一方で、企業は、RPAやAIを活用する人材不足に悩み、足踏みしている状態が続いています。
私たちは、RPAやAIを中小企業が身近に活用する時代になることを目指し、DX推進支援、AI活用支援サービスを展開しています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2023年9月19日の取締役会において決議した内容に基づき作成された文書である。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社ASAHI Accounting Robot研究所ホームページ
当社のDXへの取り組みについて

	公表日
	2024年　1月　17日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	株式会社ASAHI Accounting Robot研究所ホームページ
NEWS＞2024.01.17　当社のDXへの取り組みについて
3～5ページ「DX推進戦略について」
https://asahi-robo.jp/2024/01/17/aar_dx/
https://asahi-robo.jp/wp/wp-content/uploads/2024/03/AAR_DX.pdf

	記載内容抜粋
	当社は2023年10月に策定した中期経営計画に基づき、DXを中心としたビジネスを事業戦略としています。
DX推進においては、社内導入しているMicrosoft 365およびPower Platformをベースに、顧客のDXを支援しております。
また、顧客のDX推進課題は多岐に渡ります。その解決のために社内でデジタル人材を育成していく必要があり、以下に取り組んでおります。
主要施策（2023年度から2025年度までの重点取り組み施策）
1）RPA等デジタル技術の活用により、全国の働く人達の時間を創出し、ヒトはヒトにしかできない仕事へシフトするサポートをしていく
2）全国の中小企業で働く社員に、不足するデジタル人材として新たな技術・スキルを身につけるリスキリング支援を行う
3）自社のDXノウハウを、積極的な情報発信により他の企業の規範として社会に還元していく
【具体的な取り組み】
・＜自社の取り組み＞税理士法人の経営企画室で業務自動化の取り組みの一環としてパソコンロボットによる業務自動化技術RPAの活用を開始し、試行錯誤をしながら社内展開・開発を進めてきました。現在では社内で197のロボットが稼働しており、日々の業務の中で欠かせない存在になっています。
・RPAは業種や事業規模を問わず、事務作業全般に活用できるため、事務部門における労働生産性の向上、社員の機会創出につながると感じ、自社だけでなく日本全国の中小企業をこの技術で救いたいと強く想い事業化しました。
・＜他社の支援＞これまで、全国26都道府県で124社延べ598名に対してRPAの勉強会を実施して効果を実感いただいています。また、継続的な開発サポートで、導入いただいている企業の自動化の支援を行っています。
・多くの企業でかかえる人材不足・生産性が低いという課題に対し、RPAは業種や規模を問わず事務作業を自動化する技術で、労働生産性の向上に寄与できると考えています。
・どなたでも参加していただける無料のDXセミナーを毎月開催。オンラインで全国各地から多くの方の参加と反響をいただいています
【その他の取り組み】
・コミュニケーションツールの活用
Microsoft 365（Microsoft Teams）とChatworkの活用により、テレワークを推進しております（テレワーク勤務者7名、全社員の約4割）。これにより場所の制約がなくフレキシブルな勤務時間の実現によって、多様な人材の雇用と活躍のチャンスを増やしています。
・電子契約の推進、ペーパーレス化
電子契約の利用により、契約締結までの期間短縮、データの保管や紙使用によるコスト削減を実現しています。
・オンラインによる採用活動
Microsoft Teamsのビデオ会議により非対面での面接を実現、場所・時間の制約を解消することで効率化を進めています。
・社員向け研修の実施
Power Platformの社内研修を定期的に実施、デジタル人材の社内リスキリングを推進しています。
・認定DXアドバイザースペシャリスト在籍
一般社団法人中小企業個人情報セキュリティー推進協会認定DXアドバイザースペシャリスト1名在籍。
・Microsoft MVP在籍
Microsoft社が製品とサービスに関する極めて深い技術知識があることを認定する制度Microsoft Most Valuable Professional（Microsoft MVP）2名在籍

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2023年9月19日の取締役会において決議した内容に基づき作成された文書である。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	株式会社ASAHI Accounting Robot研究所ホームページ
NEWS＞2024.01.17　当社のDXへの取り組みについて
6ページ「DX推進体制について」、7ページ「人材育成」
https://asahi-robo.jp/2024/01/17/aar_dx/
https://asahi-robo.jp/wp/wp-content/uploads/2024/03/AAR_DX.pdf

	記載内容抜粋
	当社はDX戦略を実現するため、CEOを責任者としてDX推進担当が全社員の意見を集約して報告し、全社員一丸となってDXに関わる新規ビジネス提案等の積極的なチャレンジと迅速な意思決定を実現しています。

人材育成については社内研修の継続実施、社内情報共有会、LT会の定期実施、DX関連資格やMicrosoft認定資格プログラムの取得強化を実施している。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	株式会社ASAHI Accounting Robot研究所ホームページ
NEWS＞2024.01.17　当社のDXへの取り組みについて
9ページ「DX推進戦略のためのITシステム・デジタル技術活⽤環境の整備」
https://asahi-robo.jp/2024/01/17/aar_dx/
https://asahi-robo.jp/wp/wp-content/uploads/2024/03/AAR_DX.pdf

	記載内容抜粋
	当社では、DX推進戦略のため以下について戦略的投資を進めます。
1）自社および顧客DX推進のため、RPA（業務自動化）、アプリ開発への投資
2）Microsoft 365（Microsoft Teams）、Chatworkなどテレワークに欠かせないツールへの投資



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社ASAHI Accounting Robot研究所ホームページ
当社のDXへの取り組みについて

	公表日
	2024年　1月　17日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	株式会社ASAHI Accounting Robot研究所ホームページ
NEWS＞2024.01.17　当社のDXへの取り組みについて
9ページ「DX推進における指標」
https://asahi-robo.jp/2024/01/17/aar_dx/
https://asahi-robo.jp/wp/wp-content/uploads/2024/03/AAR_DX.pdf

	記載内容抜粋
	当社のDX戦略達成状況に係る指標として、下記を掲げております。
各指標については全体会議（1回/月開催）にて全社員で状況を把握し、定期的に更新を行います。
1）DX支援における売上高の向上
DX推進戦略にて示した「自社DXノウハウの社会への還元」を顧客に提供することで実現することができる目標と捉えています。
2）DX支援における顧客満足度向上
顧客満足度とはお客様からの声であり、顧客にとって最適なDX提案・活用の支援ができたかどうかと考えています。より多くの顧客に、質の高いDX支援を提供する必要があるため、当社が掲げるDX推進戦略を達成することにつながる目標となります。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2024年　1月　17日

	発信方法
	株式会社ASAHI Accounting Robot研究所ホームページ
NEWS＞2024.01.17　当社のDXへの取り組みについて の代表メッセージにてCEOより現在の取り組み状況等を発信しております。
https://asahi-robo.jp/2024/01/17/aar_dx/

	発信内容
	当社のDXへの取り組みについて代表メッセージ
「当社は変化の激しい時代に対応するためDX（デジタルトランスフォーメーション）に取り組んでいます。
私たちは2018年にあさひ会計グループ内のRPAによる業務自動化で絶大な効果を体感し、2019年に自社だけではなく日本全国の中小企業をこの技術で救いたいと強く想い事業化しました。
DXとは、データとデジタル技術の活用により人々の生活をあらゆる面で良い方向に変化させることと考えています。そのためには、日々の業務はもちろんのこと組織体制や企業風土、企業文化を大きく変革する必要があります。
これらの変革をさらに加速するため、経済産業省の「DX推進指標」で自己分析し、自社の現状と課題を認識してDX戦略を策定いたしました。現在のDXへの取り組み状況として、282のロボットを作成、メインとして動いている常時稼働しているもの、年1回稼働するものを合わせると197ロボットが稼働しています。今後は業務自動化の拡大とともにMicrosoft Power Platform、Micorosoft 365を最大限活用したさらなるDX深化に向けて全社一丸となって歩みを進めます。
このような自社のDX推進経験から、企業のDX推進には現地現物で「デジタル化について広く正しく周知する」ことと「デジタル化のハードルを下げる」ことが欠かせないということを痛感しました。つまり、RPAを“きっかけ”としてDXの一歩を踏み出すことにより、RPAがDX推進の基礎となってデジタル化のハードルが下がり、次々にデジタル化に取り組むことで社員の意識が変わり、企業変革（=DX）は実現できます。私たちと一緒にDXへの道を切り開きましょう。」



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年　10月頃　～　現在

	実施内容
	自己診断の実施
IPAの「DX推進指標自己診断フォーマット」を用いて、情報処理システムの課題の把握を行っております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2023年　10月頃　～　現在

	実施内容
	株式会社ASAHI Accounting Robot研究所ホームページ
NEWS＞2024.01.17　情報セキュリティ基本方針について
https://asahi-robo.jp/2024/01/17/security/
当社は情報セキュリティ基本方針を公表し、「SECURITY ACTION」 二つ星を宣言しました。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

